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研究要旨
（令和3年度） 
目的】 本研究の目的は、浸水災害に対する病院の備えを強化するために、医学分野以外の領域、例えば気
象学、土木学、建築学などの最新の知見や専門家の意見を加味し、浸水被害を想定した病院BCPを策定する
ことである。
【方法】 防災学術連携体に参画する学協会のうち、医療機関の風水害・浸水対策と関連すると考えられる
学会として、日本気象学会、土木学会、日本建築学会、日本都市計画学会、地理情報システム学会、日本災
害情報学会を選び、学会・学術集会・研究班会議を通じて、最新の研究知見を収集した。
【結果】 各学会から提供された、医療機関の浸水災害に対するBCP策定に有益であると考えられる研究成
果を得た。
・日本気象学会；温暖化により、風水害のさらなる甚大化が予想される。アンサンブル予測等の進歩により、
気象予測の精度は向上している。豪雨・台風関連災害による病院の被害軽減や安全な避難のために，精度の
向上した気象予測の活用が期待できる。
・土木学会；「逃げ遅れゼロ」を実現するために、「SIP国家レジリエンス（防災・減災）の強化」でハザー
ド予測システムの開発を進めている。堤防決壊や河川氾濫の予測も精度が向上しており、被災が予測される
地域に立地している医療機関が浸水する確率を○○%など、降水確率のように呈示することも可能となって
いる。病院管理者による病院避難の的確な決断を支援できると期待される。
・日本建築学会；病院の浸水対策を都市計画的視点と建築的視点に分け、都市計画的視点としては、「敷地
選択」「盛り土」などの対策が、建築的視点として「止水板・止水シート」の設置、「浸水することを想定し
たブロック計画」、「設備の上層階への設置」や、「配水管の逆止弁」といった対策が提案された。
・日本都市計画学会からは、医療機関BCPに関連する都市計画として、病院周辺の災害脆弱性を理解し、医
療機関・街区のエネルギー確保し、「災害時自立生活圏」を確保していこうとする取組の紹介があった。
・地理情報システム学会；医療機関のBCPのために、GISを「地域の災害リスク評価」、「災害発生時の情報
通信技術」、「災害発生時の情報通信の状況とソーシャルメディア」として利活用する事が提案された。
・日本災害上本学会；医療機関の事業継続計画(BCP)を策定において、多様な担い手が関係する医療機関の
災害対応業務フローを災害対応工程管理システムBOSSを活用しデータベース化することで，災害対応業務
フローの共有や効率的な管理，災害時の利活用の環境が整備できるとした。またこれにより効果的な意思決
定を支援する環境整備ができるとした。
【結論】 医療分野以外の領域の各位学会から医療機関の浸水災害に対するBCP策定に有益であると考えら
れる研究成果を得た。
（令和4年度） 
防災対策は、専門分野の枠をこえて、理工系だけでなく社会経済や医療も含めて総合的かつ持続的に取り組

む必要がある。これらの研究は専門分野ごとに深めるだけでなく、異なる分野との情報共有や平常時の交流

を活発化させる必要がある。
本研究の目的は、浸水災害に対する病院の備えを強化するために、医学分野以外の領域、例えば気象学、土
木学、建築学などの最新の知見や専門家の意見を加味し、浸水被害を想定した病院BCPを策定することであ
る。令和5年3月10日に盛岡で開催された第28回日本災害医学会総会。学術集会にあわせて災害学術連携体特
別セッションを実施した。
平時から防災学術連携体との連携を強化することは、わが国の防災力を高めることにつながり、さらに大

災害時の人的被害を減少させることが出来るであろう。今後は、本研究の成果を、防災学術連携体に向け

て発信していきたい。
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（令和3年度） 
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（令和4年度） 
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連携体代表幹事、日本学術会議会員） 
○吾妻崇（国立研究開発法人産業技術総合研究所 
活断層・火山研究部門 日本地震学会） 
○杉安和也 （岩手県立大学総合政策学部 地域
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○宗像雅広 （日本原子力研究開発安全研究・防災

支援部門原子力緊急時支援・研修センター 日本原

子力学会） 
 
A. 研究目的 
防災対策は、専門分野の枠をこえて、理工系だけでな
く社会経済や医療も含めて総合的かつ持続的に取り
組む必要がある。これらの研究は専門分野ごとに深め
るだけでなく、異なる分野との情報共有や平常時の交
流を活発化させる必要がある。 
本研究の目的は、浸水災害に対する病院の備えを強化

するために、医学分野以外の領域、例えば気象学、土

木学、建築学などの最新の知見や専門家の意見を加味

し、浸水被害を想定した病院BCPを策定することであ
る。 
B. 研究方法 
（令和3年度） 
本研究分担者が代表理事を務める日本災害医学会
は、防災・減災に関わる学術的研究を行っている6
0学協会が参画する防災学術連携体（日本学術会議
の協力学術研究団体）の主担当学会（2021-2022年）
となっている。防災学術連携体に参画する学協会
のうち、医療機関の風水害・浸水対策と関連すると
考えられる学会として、日本気象学会、土木学会、
日本建築学会、日本都市計画学会、地理情報システ
ム学会、日本災害情報学会を選び、学会・学術集会・
研究班会議を通じて、最新の研究知見を収集した。 
 
・第49回日本救急医学会総会・学術集会；防災学術
連携体連携企画「水害を含む国土強靱化に関して」
（2021年11月23日） 
・研究分担会議（2021年12月27日） 
・第27回日本災害医学会学術集会・総会；防災学術
連携体特別セッション 「浸水被害、土砂災害に対
する病院の備え」（2022年3月4日） 
         
（倫理面への配慮） 
本研究は、「人を対象とする生命科学・医学系研究
に関する倫理指針」に該当しない。 
 
（令和4年度） 
令和 5年 3 月 10日に盛岡で開催された第 28 回日

本災害医学会総会。学術集会にあわせて災害学術

連携体特別セッションを企画した。災害時の学術

連携のあり方について提言を行う。 

C. 研究成果 
（令和3年度） 
各学会から提供された、医療機関の浸水災害に対
するBCP策定に有益であると考えられる研究成果
を以下に列記する。 
1. 日本気象学会 
地球温暖化により、日本域の地表気温は最近40年

で約1℃も上昇した。その結果、対流圏下層の水蒸
気量も10%近く増加した（Shimpo et al. 2019）。
豪雨の際にはこの分だけ降水量が上乗せされる可
能性があり，「平成30年7月豪雨（西日本豪雨）」
を対象とした数値モデル実験でも上乗せが確認さ
れている（Kawase et al. 2020）。 
また日本近海の海面水温は全海洋平均の2倍超の
ペースで進み、最近40年で1℃近くも上昇している。
2019年10月中旬に上陸し，広域に甚大な被害をも
たらした「東日本台風（台風19号）」を対象とした
高解像度領域大気モデルによる再現実験からは，
最近40年の温暖化の影響で雨量が11%近く増加し，
その過半が海面水温上昇の影響と評価され（Kawa
se et al. 2021），氾濫の起きた千曲川流域（長野
県）の総雨量も約10%増加したと見積もられる。 
さらに，全地球大気大循環モデルによる巨大アン
サンブル実験を基に，数多くの仮想的な台風を対
象とした高解像度領域大気モデル実験に拠れば，
将来の温暖化に伴い，日本の東海上を北上する台
風の中心気圧は平均で10hPa低下し，うち12%は中
心気圧が925hPa以下の強い勢力を保つ可能性が
示されている（Kanada et al. 2020）。 
以上のように，温暖化の影響は梅雨期や台風に伴
う豪雨に既に現れ始めており，温暖化の進行によ
り将来は雨量の更なる増加が避けられない。また，
日本近海の温暖化が進むにつれ，強い勢力のまま
日本に接近・上陸する台風が増えるであろう。暴風
の被害に加え，温暖化に伴う海面上昇に伴う高波・
高潮被害の甚大化を如何に軽減するかが重要とな
る。そして，豪雨・台風関連災害の軽減や安全な避
難のためにも，豪雨や台風の予報精度を今一層向
上させることが求められている。 
 
2. 土木学会 ─医療機関の事業継続計画策定
に資するハザード予測システムの開発について─ 
近年の風水害の激甚化を受け、「逃げ遅れゼロ」、
「社会経済被害最小化」を実現するために、「SIP
国家レジリエンス（防災・減災）の強化」でハザー
ド予測システムの開発を進めている。 
 高潮・高波については、沿岸域の広域避難行動や
確実な水門操作を実施するためには、長時間かつ
ピンポイントの高潮・高波予測が必要となる。その
ためにアンサンブル気象予測を活用し、その地点
にとって台風が最悪のコースを取ることも想定し
て72時間先までの高潮・高波を不確実性とともに
予測することを目的としている。「逃げ遅れゼロ」
を実現するためには、予測時間（予測リードタイム）
を伸ばすことが重要となる。アンサンブル気象予
測情報を活用し、異なる台風経路の気象予測情報
を用いて最悪ケースを含めて予測幅を持った高
潮・高波予測を、対象地点ごとに実現するシステム
開発を進めている。さらに、防波堤を超える波によ
る市街地の浸水の広がりを実時間で予測する浸水
予測システムを開発している。 
 河川の洪水予測についても、72時間先までの長時
間洪水予測と長時間予測に伴って生じる予測値の
幅を合わせて提供するシステム開発を進めている。
スーパー台風の襲来によって主要河川の氾濫が予
見されるとき、市町村長による避難判断の適切な
意思決定を支援するためには、一級河川だけでな
く身近な中小河川でも、河川水位・流量といった物
理的に解釈できる予測情報を提供することが必要
となる。こうした予測システムの目指すところは、
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沿岸域や河川流域のあらゆる地点を対象として、
避難のための時間を確保できる長時間のハザード
予測情報を提供することである。上記のように高
潮・高波や河川流量・水位の予測情報を提供する技
術開発が進み、実装の段階に来ている。 
 現在のシステム開発は、国や市長村の意思決定
を支援することを目的としてきたが、今後は、住民
や医療施設の防災や避難、迅速な救急対応に資す
るように、ハザード予測システムの実装と法制度
の改正を進める必要がある。 
  
3. 日本建築学会 ─病院の対浸水計画─ 
 病院が浸水する原因としては、津波、洪水、高潮、
漏水、強風雨等が考えられるが、近年の気候変動も
あり、そのリスクは高くなってきている。一方で、
病院の建物は一度建てると、構造的には数十年利
用することとなるために、近年の浸水リスクの変
化に対応できかねている。そこで、この数年間に国
内で発生した医療施設の被災状況を調べてみると、
浸水によりいくつかの医療施設がダメージを受け
ているが、事前の対策をたてることにより、そのダ
メージを軽減することが出来ていることが明らか
となった。そこで、これらの経験から、浸水対策を
都市計画的視点と建築的視点に分けて整理を行っ
た。都市計画的視点としては、まず「敷地選択」が
あげられる。病院の立地として高台を選ぶだけで
なく、必要に応じての「盛り土」も考えられる。ま
た敷地全体を擁壁で囲うといった方法も行われて
いる。建築的視点には建築的対策と設備的対策が
ある。建築的対策としては「止水板・止水シート」
の設置、「浸水することを想定したブロック計画」、
強風雨でも漏水しないサッシ周りでの「ディテー
ル」などがある。また設備的対策としては「設備の
上層階への設置」や、配水管の逆止弁のような「デ
ィテール」による対策もある。 
 これまでの震災などを含めた被災の経験から、
病院の機能を維持するための建築･設備的な最低
限の条件としては、「水」「電気」「エレベーター」
の確保があげられる。上記のような対策をたてる
ことにより、こうした建築・設備的な要件を確保で
きるような対策を立案することが必要と考えられ
る。 
 
4. 日本都市計画学会 ─医療機関のBCP策
定と都市計画・まちづくりの関連性に関するレポ
ート─ 
１） 都市計画の防災分野における目標 
(1) 物的・人的被害の小さい都市の実現 
(ア) 脆弱市街地における人的被害・物的被害の
軽減 
(イ) 未然防止 
(ウ) 個別開発を通した周辺の脆弱性の緩和 
(2) 災害時の都市機能が維持できる都市の実現 
(ア) 防災拠点機能，避難機能，交通機能等 
(3) 円滑，かつ，適切に復旧・復興する都市の
実現 
２） 医療機関BCPに関連する都市計画分野の
要素，及び，検討の方向性 
(1) 周辺の災害脆弱性を理解する． 
(ア) 地域危険度（地震），洪水ハザードマップ
（水害） 
(イ) 地震時の市街地の延焼危険度（地震火災） 
(ウ) 災害リスクモニタリングシステム（さいた

ま市） 
(2) 医療機関・街区のエネルギー確保する 
(ア) 災害に強いエネルギー供給システム 
① コジェネレーションシステム（CGS），地
域マイクログリッド 
(イ) 病院を含む災害に強いエネルギー供給シス
テム：田町東口（愛育病院）（東京ガスのCGS） 
① ➡今後の可能性；病院を核とした災害時に
エネルギー自立供給圏の整備 
(3) 不要不急の需要の発生を防止する：周辺地
域の災害の備えを理解する． 
(ア) 高集積商業業務地区：都市再生安全確保計
画． 
① 再開発を図りながら災害への備えを拡充す
る． 
② 地区内災害医療体制の整備（大手町・丸の
内・有楽町地区） 
(イ) 一般市街地：地域防災計画（自治体），及
び，地区防災計画（各地域コミュニティからの提案
制度） 
① 医療救護所の設置（自治体）．．．．．や
や停滞か．定型的な検討以上にすすんでいない． 
(4) 新たな概念：【災害時自立生活圏】：医療
ニーズを減らす．地域内に留まらせるための方策 
(ア) 防災の根幹問題：災害対応需要と災害対応
資源のアンバランス➡これをバランスさせる． 
① 重要概念：省需要（需要のダイエット），
安全のお裾分け，持ち寄りの共助 
1. 省需要（需要のダイエット）：不要不急の
需要抑制 
2. 省需要（需要のダイエット）の適正水準：
衣食住＋最低限の衛生環境＋最低限の医療サービ
ス（遠隔）要議論 
(5) 病院間の患者搬送手段を確保する． 
(ア) 救急車による搬送：緊急交通路，緊急輸送
路の指定 
(イ) 河川空間の活用：河川～海．※船は時間は
かかるが，搬送時の医療スタッフの縮減が可能 
 
5．地理情報システム学会  
─医療機関の事業継続計画（BCP）のための地理情
報システム（GIS）の利活用─ 
地理情報システム（Geographic Information Sys
tems: GIS）は，位置や空間に関する情報もったデ
ータ（空間データ）を総合的に管理・加工し，デジ
タル地図上に視覚的に表示できるため，迅速な分
析や判断を可能にする技術であると定義される．G
ISには，データベース構築機能，情報解析機能，情
報提供・共有化機能，意思決定支援機能があり，ソ
ーシャルメディアと結合することでコミュニケー
ション機能を持つことができる． 
医療機関の事業継続計画（Business Continuity P
lanning: BCP）のためには，次の3つの点での利活
用が期待できる． 
・第一に，地域の災害リスク評価での利活用があげ
られる，GISのデータベース構築機能，情報解析機
能を用いて，災害リスクアセスメント・リスクコミ
ュニケーション行うことができる． 
・第二に，災害発生時の情報通信技術の利活用があ
げられる．GISの情報提供・共有化機能，コミュニ
ケーション機能を用いて，情報の送信・受信を行う
ことができる． 
・第三に，災害発生時の情報通信の状況とソーシャ
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ルメディアの利活用があげられる．災害発生時に
ソーシャルメディアを用いた情報の送受信が行わ
れると，GIS情報提供・共有化機能，コミュニケー
ション機能を用いて，これらの情報を効率的に収
集することができる， 
 
6. 日本災害情報学会 
─災害対応工程管理システムBOSSによる意思決
定支援─ 
効果的な災害対応を実現し，医療機関の事業継続
計画(BCP)を策定するためには，(1)災害対応業務
フローの構築，(2)状況把握するための情報収集・
分析・共有と配信のための各種情報システム，(3)
多様な運営主体の人的リソースの配置と管理，(4)
資機材の情報管理と調達・配布体制，(5)持続的な
感染症対策の遵守が必要となる．本研究では，災害
対応業務フローに着目する．医療機関の災害対応
業務フローを構築するためには，災害対応検証報
告書や防災計画，関連するガイドラインやマニュ
アル類などを活用することで，医療機関に関連す
る災害対応業務の全体像を把握し，個々の業務の
つながりや流れ，組織間の関連を示すことは可能
である．そして，多様な担い手が関係する医療機関
の災害対応業務フローを災害対応工程管理システ
ムBOSS（Business Operation Support System）
を活用しデータベース化することで，災害対応業
務フローの共有や効率的な管理，災害時の利活用
の環境が整備できる．BOSSはクラウド上に構築さ
れており，容易なアクセス，データ更新と管理の効
率性，多様な担い手間でのオンライン上での共有
が可能となる．BOSSは，事前から事後に至るまで
災害対応業務プロセスをマネジメントする考え方
のもとで開発され，災害対応業務をフロー図化す
ることで，容易に全体像を把握できるようにし，各
業務の内容および関連する防災計画等を紐づけた
業務詳細シートにより，業務詳細の理解，速やかに
対応方法を把握できるものである．災害時には災
害時モードに切り替えて業務の進捗をタイムライ
ンとして管理が可能である．これを訓練により災
害対応業務を検証することで，訓練が“やりっぱな
し”にならずに各自がどのように対応したのか記
録が蓄積されるとともに，業務フローの精査を行
うことでより実践的な内容に更新することができ
る．さらに、トリアージ情報システムのように院内
の状況把握と災害対応業務を関係づけることで，
各種情報システムから把握された状況を踏まえて
必要な業務を指示することができるなど、効果的
な意思決定を支援する環境整備ができると考えら
れる. 
（令和4年度） 
防災学術連携体に参画する学協会のうち、日本地

震学会、地域安全学会、日本火山学会、日本原子

力学会を選び、「災害から国土と命を守る専門家

をどう育てるか」をテーマにシンポジウムを開催

した。学会・学術集会・研究班会議を通じて、最

新の研究知見を収集した。特に各学会から提供さ

れた人材育成についての情報は、医療機関の浸水

災害に対する BCP 策定に有益であると考えられ

た。 

日本地震学会「大地震から我が身と社会を守るため

の人材育成」（別添資料 1） 

吾妻崇（国立研究開発法人産業技術総合研究所 活

断層・火山研究部門） 

日本列島は自然災害の頻度が高いと言われている。

その中でも大地震は被害の規模と被害が発生する

範囲が広く、昔から人々に恐れられていた自然災

害である。また、地震は揺れによる被害だけではな

く、地すべりなどの斜面災害や津波といった二次

的な自然災害を誘発する可能性を含んでいる。こ

のような大地震による被害を少しでも減らすため

に、地震がいつ・どこで・どの程度の大きさで発生

したのかを調査・観測・記録し、地震が発生するメ

カニズムの科学的な解明に取り組む学問分野が地

震学である。日本地震学会は、地震に関する学術の

振興と社会への貢献を一層推進するため、研究発

表会・シンポジウム等や一般公開セミナー，各種講

演会・講習会・サマースクール等を開催して地震学

の進歩と普及に努めている。また、地震学を志す若

手研究者を育成することを目的として、学生・院生

による研究発表を奨励し、優秀な研究業績を表彰

する活動を行なっている。 
 
日本火山学会「次世代火山研究・人材育成総合プロ
ジェクト」（別添資料2） 
火山研究人材育成コンソーシアム事業の概要 
西村太志（東北大学大学院理学研究科地球物理学
専攻） 
文部科学省委託事業）の一環として、平成28年（2
016年）から10年間の計画で、火山人材育成コンソ
ーシアム構築事業が始まった。最先端の火山研究
を実施する大学や研究機関、火山防災を担当する
国の機関や地方自治体、学協会や民間企業からな
るコンソーシアムを構築し、多様で複雑な火山現
象の理解をもとに、高度社会の火山災害軽減を図
る災害科学の一部を担うことのできる、次世代の
火山研究者を育成することを目的としている。火
山学セミナーや国内活火山でのフィールド実習、
地方自治体の職員らとの火山防災セミナー、海外
研修などの魅力ある授業を、全国18大学から参加
する受講生に提供している。基礎・応用コースおよ
び発展コースに1学年あたり、それぞれ20名、5名
ほどの受講生が参加し、そのうち6割は火山研究や
防災に関係する職業に就職している。 
 
日本原子力学会「原子力災害対応に係わる人材育成」
（別添資料3） 
宗像雅広 （日本原子力研究開発安全研究・防災支

援部門原子力緊急時支援・研修センター） 

 
原子力災害に関連する専門人材の育成は、他の自

然災害に対応する人材育成とは若干異なる点があ

る。なぜなら、原子力災害は非常に稀な災害である

ため、その専門知識と経験が重要な意味を持つた

めである。それ故、実際の原子力災害に対処した経

験を持つ人々が得た技術や教訓を継承し、将来の

世代に受け継いでいく人材育成が必要となる。ま
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た、原子力災害に適切に対処するためには、原子力

発電所などでの事故対応に関する知識、適切な防

護措置に関する技術、放射線の影響による住民の

避難行動に関する判断能力等が必要となる。すな

わち、事故発生直後から中長期にわたる様々な状

況において適切に対応できる人材を育成していか

ねばならない。よって、原子力災害に対応する人材

育成においては、広範な知識と視野を身に付け、緊

急時に適切な判断能力と行動能力を備えた人材を

継続的に育成していく必要がある。 
D. 考察 
（令和3年度） 
これまで、研究代表者を中心とした厚生労働科学
研究により、「BCPチェックリスト」や「病院BC
P（災害拠点病院用）」などを開発・提供し、これ
らが厚生労働省からの全国都道府県への通知、災
害拠点病院の要件に見直し（BCPの必須化）、BC
P策定研修事業等、一定の成果をあげている。しか
し、これまでの研究・取組は、主に、「地震災害を
中心として想定したもの」であり、また「主に医療
分野における研究」であった。近年の風水害が激甚
化により、浸水被害に対する病院の備えが喫緊の
課題となっていること、防災対策は、専門分野の枠
をこえて異なる分野との情報共有や平常時の交流
を活発化させる必要があることから、本研究では、
浸水災害に対する病院の備えを強化するために、
医学分野以外の領域の最新の知見や専門家の意見
を収集することとした。 
 日本気象学会の研究により、対流圏下層の水蒸
気量の10%近くの増加により降雨量は11％増加し、
強い勢力のまま日本に接近・上陸する台風が増え、
温暖化に伴う海面上昇に伴う高波・高潮被害の甚
大化が予想される。またアンサンブル予測等の進
歩により、気象予測の精度は向上している。豪雨・
台風関連災害による病院の被害軽減や安全な避難
のために，精度の向上した気象予測の活用が期待
できる。 
 土木学会では、「逃げ遅れゼロ」を実現するため
に、「SIP国家レジリエンス（防災・減災）の強化」
でハザード予測システムの開発を進めている。堤
防決壊や河川氾濫の予測も精度が向上しており、
被災が予測される地域に立地している医療機関が
浸水する確率を○○%など、降水確率のように呈示
することも可能となっているとのことである。病
院避難は、避難そのものにリスクが伴うが、浸水確
率が示されることにより、病院管理者による病院
避難の的確な決断を支援できると期待される。令
和2年7月熊本豪雨災害で甚大な被害をうけた人吉
医療センターでは、この浸水確率予報の提供を受
けていくこととなっているとのことである。この
浸水確率予報は、市町村長による避難判断の適切
な意思決定も支援する。現在は、6時間先の浸水確
率（6時間のリードタイム）の予報となっているが、
避難のための時間を確保するために、今後このリ
ードタイムを伸ばしていくように研究が進められ
ている。 
 日本建築学会からは、病院の浸水対策を都市計
画的視点と建築的視点に分け、都市計画的視点と
しては、「敷地選択」「盛り土」などの対策が、建
築的視点として「止水板・止水シート」の設置、「浸
水することを想定したブロック計画」、「設備の上

層階への設置」や、「配水管の逆止弁」といった対
策が提案された。これらは、正に「病院のBCP」そ
のものであり、本研究班でも取り入れていくべき
ものと考える。 
 日本都市計画学会からは、医療機関BCPに関連
する都市計画として、病院周辺の災害脆弱性を理
解し、医療機関・街区のエネルギー確保し、「災害
時自立生活圏」を確保していこうとする取組の紹
介があった。これは、現在我々が、巨大津波浸水想
定地域に立地する医療機関において検討を進めて
いる「医療機関の籠城」の考え方と一致するもので
あり、本研究班において連携を深め、具体化を進め
ていきたい。 
地理情報システム学会からは、医療機関のBCPの
ために、GISを「地域の災害リスク評価」、「災害
発生時の情報通信技術」、「災害発生時の情報通信
の状況とソーシャルメディア」として利活用する
事が提案された。 
日本災害上本学会は、医療機関の事業継続計画(BC
P)を策定において、多様な担い手が関係する医療
機関の災害対応業務フローを災害対応工程管理シ
ステムBOSSを活用しデータベース化することで，
災害対応業務フローの共有や効率的な管理，災害
時の利活用の環境が整備できるとした。またこれ
により効果的な意思決定を支援する環境整備がで
きるとした。 
（令和4年度） 
近年、世界中が様々な災害に見舞われている。地震

や津波、火山噴火をはじめとした自然災害に加え、

感染症や原子力などCBRNE災害も増加し、毎年世

界で約1億6千万人が被災、約10万人の命が奪われ

ている。そため多分野の学会が英知を集結し、連携

することで災害に対する脆弱性を減らし、災害に

よる健康被害を軽減していくことは国際社会の最

重要課題の一つである。本邦では高まる災害外力

から国土と生命を護るために、学会をこえて議論

し、学会間の連携を深め、防災減災・災害復興に関

わる諸課題に取り組むために「防災学術連携体」が

活動している。世界に類をみない災害大国、日本。

一度災害が起きれば、様々な人材が要される一方

で、災害は希少現象であり平時からの専門家の育

成は非常に難しい。本セッションでは、防災学術連

携体と共同し、各分野で日本を牽引される専門家

から、それぞれの分野における人材育成の課題や

取り組みを共有し、これからの人材育成のあり方

についてディスカッションが行われた。 
平時から防災学術連携体との連携を強化すること

は、わが国の防災力を高めることにつながり、さら

に大災害時の人的被害を減少させることが出来る

であろう。今後は、本研究の成果を、防災学術連携

体に向けて発信していきたい。 
E. 結論 
（令和3年度） 
防災学術連携体に参画する学協会のうち、医療機関
の風水害・浸水対策と関連すると考えられる学会と
して、日本気象学会、土木学会、日本建築学会、日
本都市計画学会、地理情報システム学会、日本災害
情報学会を選び、学会・学術集会・研究班会議を通
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じて、医療機関の浸水災害に対するBCP策定に有益
であると考えられる研究成果を得た。次年度は、各
学会の研究成果・提案を整理し、医療機関BCP策定
に資するための項目を抽出し、その内容についてさ
らなる検討を進め、具体的な計画に落としこむ作業
に入りたい。 
（令和4年度） 
防災対策は、専門分野の枠をこえて、理工系だけで

なく社会経済や医療も含めて総合的かつ持続的に

取り組む必要がある。これらの研究は専門分野ごと

に深めるだけでなく、異なる分野との情報共有や平

常時の交流を活発化させる必要がある。 
本研究の目的は、浸水災害に対する病院の備えを強
化するために、医学分野以外の領域、例えば気象学、
土木学、建築学などの最新の知見や専門家の意見を
加味し、浸水被害を想定した病院BCPを策定するこ
とである。令和5年3月10日に盛岡で開催された第2
8回日本災害医学会総会。学術集会にあわせて災害
学術連携体特別セッションを実施した。 
平時から防災学術連携体との連携を強化すること

は、わが国の防災力を高めることにつながり、さら

に大災害時の人的被害を減少させることが出来る

であろう。今後は、本研究の成果を、防災学術連携

体に向けて発信していきたい。 
Ｆ．健康危険情報 
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学会発表 

 ・第 49 回日本救急医学会総会・学術集会；

防災学術連携体連携企画「水害を含む国土強靱

化に関して」（2021 年 11 月 23 日） 

・第 27 回日本災害医学会学術集会・総会；防

災学術連携体特別セッション 「浸水被害、土

砂災害に対する病院の備え」（2022 年 3 月 4

日） 

・第 28 回日本災害医学会学術集会・総会；防

災学術連携体特別セッション 「災害から国土

と命を守る専門家をどう育てるか 」（2023 年 3

月 10 日） 
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